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１． はじめに 

企業の IT 化が進んだ今日では，既存システムとのデー

タ連携による業務の効率化や，データ統合による個別デー

タ管理コストの削減など，システム間でのデータ連携のニ

ーズが高まっている． 
システム間データ連携では，既存システムへの影響が少

ない ETL（Extract/Transform/Load）ツールの活用が一般的

である．しかし，業務的な要件により，ETL ツールが苦手

とするリアルタイム性や複雑性が求められる場合には，

ETL ツールが導入できない場合があった．この場合，業務

要件を満たすための個別のデータ連携プログラムを開発す

る必要があり，開発に要する期間や費用が大きくなる，ま

た，柔軟性が低くなるという課題があった． 
上記課題に対し，柔軟性のあるシステム構築が可能な

ESB（Enterprise Service Bus）をアーキテクチャに組込み，

設定だけでデータ転送プログラムの開発や改修が可能なフ

レームワークを提案した．本稿では，提案方式を実装した

プロトタイプとその生産性について評価した結果について

述べる． 

2 ．関連技術 

2.1 システム間のデータ連携基盤 
システム間のデータ連携を実現する基盤として ESB があ

る．ESB は，システム間のインタフェースの違いを吸収す

るためのプロトコル変換の機構を備えている．また，ルー

ティングと呼ばれるサービスの実行順序を定義することで，

サービス間をメッセージ転送して複数サービスの連携を制

御する機構を備えている． 
ESB はオープンソースでも開発されており，ServiceMix

や MuleESB といった製品が知られている [1] [2]．これらの

コミュニティから連携用の標準的な部品が数多く提供され

ており，これを組合せることで様々なインタフェースを持

つシステムとの連携が容易に実現できる．  

2.2  データベース操作のサービス化基盤 
当社では，SQL 文などの定義を記載することでデータベ

ース操作をサービス化する基盤（以下，DB サービス化基

盤）を独自に開発して保有している．DB サービス化基盤

の特長は，複数の SQL を組合せて一つのトランザクショ

ンで実行することが可能な点である．本稿では，この基盤

を活用することを前提に記載しており，この基盤で生成さ

れたサービスのことを本稿では DB サービスと呼ぶ． 
一般的にデータベース操作をサービス化する方法として

は，JDBC などを用いたデータアクセスロジックをサーブ

レット化する方法などがある．データ操作の実行結果を

XML 形式のメッセージとして SOAP や REST などの通信

方式で交換する方法などが知られている [3] [4]． 

 

3．課題 

システム間でリアルタイムなデータ転送が求められる場

合には，転送先にとって意味のある単位のデータを，転送

先データベースへのトランザクションを短くして更新する

必要がある．このため，データ連携の数が増えた場合には，

データ転送プログラムの流用を図ったとしても，次のよう

な課題が残る． 
・ 転送先のデータ構造に合わせて更新順序などの処理を

再プログラミングしなければならない 
・ 転送先が増えた場合には，追加分の更新処理をプログ

ラミングしなければならない 
以上より，連携の数が増えるにつれて改修範囲が大きく

なるという課題があった． 

4．解決策 

上記課題に対し，ESB を用いてデータ連携プログラムを

開発するフレームワークを提案する．提案方式の構成を図 
1に示す．提案方式は，ESB と DB サービス化基盤により

構成される． 

 
図 1 データ転送フレームワークの構成 

 
提案方式の特長は次の通りである． 

（1）定義でサービスのデータアクセスを自由に変更 
 DB サービス化基盤は，DB サービス定義に記述された

SQL や SQL の実行順序の定義を基にデータアクセスを実

行するサービスを生成することができる．このため，デー

タ構造に変更が合った場合にも，要件に合わせてデータの

抽出や書込み処理を自由に変更することができる． 
（2）データ転送用のルーティングテンプレートを利用 
あらかじめ抽出用と書込み用の DB サービスを用いてデ

ータ転送を行うルーティング定義のテンプレートを用意し

ておく．こうすることで，転送先などに変更がある場合に

は，テンプレートの修正で対応することが可能となる． 
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5．実現方式 

データ転送フレームワークのプロトタイプを実装した内

容について述べる． 
5.1 ルーティングテンプレートの設計 
 ルーティング定義のテンプレートを図 2に示す．今回は

タイマーを用いてデータ転送をコントロールする設計とし

た． 

 
図 2 ルーティング定義 

5.2 処理シーケンス 
処理シーケンスを図 3に示す． 

 
図 3 処理シーケンス概要 

 処理の手順は次の通りである． 
1.タイマーから定期的にデータ転送サービスを呼出す 
2.転送元から前回差分のデータを抽出する 
3.転送先 1，2 に差分データを書込む 
4.転送元の履歴管理テーブルを更新する． 

なお，今回は転送元 DB に履歴管理のテーブルを設けて，

転送対象データを抽出する方式とした． 

6．評価 

フレームワークを適用した場合の生産性を評価した結果

を述べる． 

6.1 評価方法 
評価は，従来方法と提案方法を用いた場合での新規開発

時，データ構造変更時，転送先追加時にかかる開発量を比

較する．従来方法は，Java でデータ転送を行うプログラム

を開発した場合とする．基本のデータ転送は図 4に示すデ

ータ構造 1 の構造を用いることとする．データ構造の変更

については，データ構造１から 2 への変更とする． 

 
図 4 転送元/先の RDB のデータ構造 

6.2 評価結果 
開発量を比較した結果を表 1に示す．Java コードと定義

ではあるが単純に新規・改修部分にかかる行数を比較する

と，提案方法では従来方式に比べ新規開発時は 11.3%，デ

ータ構造変更時は 66.7%と削減できることがわかった．一

方，転送先の追加では同程度となることが分かった． 

表 1 開発量の比較 
内容 従来[行]  

（Java） 
提案[行] 

 （定義） 
比率[%] 

新規開発時 新規：186 改修：21 11.3 

データ構造 
変更時 

改修：21 
流用：168 

改修：14 66.7 

転送先追加時 改修：31 
流用：186 

改修：32 103.2 

※実ステップ数のみをカウント 

6.3 考察 
今回は単純なデータ構造を持つ DB 間の転送を題材とし

たが，テーブル数や項目数が多くなるにつれて従来方式の

方が，開発量が多くなる傾向が強かった．実システムへの

適用においては複雑さが増すため，生産性の差はさらに顕

著になると考える． 

7．おわりに 

本稿では，ESB を用いてデータ転送プログラムを開発す

るフレームワークを提案し試作した．生産性について評価

した結果，プログラミングで開発する場合に対し，新規開

発時とデータ構造変更時でそれぞれ生産性を向上できるこ

とが分かった．今後は転送パターンの拡充による対応要件

の拡大や，設計ツールの開発による更なる開発の容易化を

検討していく予定である． 
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